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計算式
【改正前】

生命保険料控除の改正

「新契約」平成24年１月１日以後に締結した保険契約など控除額
の計算式

【改正後】

１．生命保険料控除制度の改正

２．退職所得に係る控除の改正

所得割額 退職所得金額 10％(　　　　　  )町民税６％
県民税４％＝ × 0.9％×

所得割額 退職所得金額 10％(　　　　　  )町民税６％
県民税４％＝ ×

年間の支払保険料など［Ａ］の全額

［Ａ］×0.5＋6,000円

［Ａ］×0.25＋14,000円

28,000円（上限）

「旧契約」平成23年12月31日以前に締結した保険契約など控除
額の計算式

年間の支払保険料など［Ａ］の全額

［Ａ］×0.5＋7,500円

［Ａ］×0.25＋17,500円

35,000円（上限）

控除額［Ａ］年間の支払保険料など

控除額［Ａ］年間の支払保険料など

15,000円以下

15,001円以上40,000円以下

40,001円以上70,000円以下

70,001円以上

12,000円以下

12,001円以上32,000円以下

32,001円以上56,000円以下

56,001円以上

控除限度額

控除限度額 旧契約の場合

一般生命保険料控除

個人年金保険料控除

介護医療保険料控除

合計控除限度額

28,000円

28,000円

28,000円

70,000円

35,000円

35,000円

──

70,000円

「新契約」の場合※

※「新契約」「旧契約」両方の場合を含む

　

国
民
年
金
は
、
日
本
国
内
に
住
所

が
あ
る
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
方
す

べ
て
が
加
入
す
る
制
度
で
す
。

　

届
出
を
忘
れ
る
と
、
将
来
受
け
取

る
老
齢
基
礎
年
金
の
年
金
額
が
少
な

く
な
っ
た
り
、
受
け
ら
れ
な
く
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
不
意
の

事
故
や
病
気
で
障
害
が
残
っ
た
り
、

万
一
、
亡
く
な
ら
れ
た
と
き
に
、
障

害
基
礎
年
金
や
遺
族
基
礎
年
金
が
支

給
さ
れ
な
く
な
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
。

　

次
の
よ
う
な
と
き
に
は
、
お
住
ま

い
の
市
区
町
村
の
国
民
年
金
窓
口
へ

の
届
け
出
が
必
要
で
す
。
届
け
出
を

行
い
ま
し
ょ
う
。

20
歳
に
な
っ
た
と
き

　

20
歳
に
な
り
厚
生
年
金
や
共
済
組

合
に
加
入
し
て
い
な
い
方
は
、
国
民

年
金
の
第
１
号
被
保
険
者
に
な
り
ま

す
。

【
届
出
】　

市
区
町
村
役
場
に
「
国
民

年
金
被
保
険
者
資
格
取
得
届
」
を
提

出
し
ま
す
。

会
社
を
退
職
し
た
と
き

　

会
社
な
ど
で
厚
生
年
金
や
共
済
組

合
に
加
入
し
て
い
る
方
は
、
国
民
年

金
の
第
２
号
被
保
険
者
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　

第
２
号
被
保
険
者
の
方
が
20
歳
以

上
60
歳
未
満
の
間
に
、
会
社
な
ど
を

退
職
し
た
と
き
は
、
国
民
年
金
の
第

１
号
被
保
険
者
に
な
り
ま
す
。

【
届
出
】　

市
区
町
村
役
場
に
「
国
民

年
金
被
保
険
者
種
別
変
更
届
」
を
提

出
し
ま
す
。

被
扶
養
配
偶
者
の
方
の
収
入

が
増
え
た
と
き

　

会
社
な
ど
で
厚
生
年
金
や
共
済
組

合
に
加
入
し
て
い
る
方
の
被
扶
養
配

偶
者
の
方
（
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の

方
に
限
り
ま
す
）
は
、
国
民
年
金
の

第
３
号
被
保
険
者
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

第
３
号
被
保
険
者
の
方
の
パ
ー
ト

収
入
な
ど
が
130
万
円
以
上
に
な
っ
た

と
き
は
、
被
扶
養
配
偶
者
で
な
く
な

り
、
第
１
号
被
保
険
者
に
な
り
ま
す
。

【
届
出
】　

市
区
町
村
役
場
に
「
国
民

年
金
被
保
険
者
種
別
変
更
届
」
を
提

出
し
ま
す
。

被
扶
養
配
偶
者
の
配
偶
者
が

退
職
し
た
と
き

　

配
偶
者
の
方
が
会
社
な
ど
を
退
職

し
て
、
厚
生
年
金
や
共
済
組
合
の
加

入
者
（
第
２
号
被
保
険
者
）
で
な
く

な
る
と
、
そ
れ
ま
で
国
民
年
金
の
第

３
号
被
保
険
者
だ
っ
た
方
は
、
被
扶

養
配
偶
者
で
な
く
な
り
、
第
１
号
被

保
険
者
に
な
り
ま
す
。

【
届
出
】　

市
区
町
村
役
場
に
「
国
民

年
金
被
保
険
者
種
別
変
更
届
」
を
提

出
し
ま
す
。

※
第
３
号
被
保
険
者
の
方
が
離
婚
し

た
と
き
に
も
、
被
扶
養
配
偶
者
で
な

く
な
り
、
第
１
号
被
保
険
者
に
な
る

た
め
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

※
老
齢
厚
生
年
金
な
ど
を
受
け
る
権

利
を
も
っ
て
い
る
配
偶
者
の
方
が
65

歳
に
な
っ
て
第
２
号
被
保
険
者
で
な

く
な
っ
た
と
き
も
、
そ
の
人
に
扶
養

さ
れ
て
い
る
配
偶
者
は
第
３
号
被
保

険
者
と
さ
れ
ず
、
第
１
号
被
保
険
者

に
な
る
た
め
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

こ
ん
な
時
に
は
届
出
・
手
続
き
を

▼
問
合
せ　

保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
☎
０
７
９
（
４
３
５
）
２
５
８
１　

　
　
　
　
　

加
古
川
年
金
事
務
所
☎
０
７
９
（
４
２
７
）
４
７
４
３

　

退
職
や
失
業
な
ど
に
よ
り
所
得

が
無
く
な
っ
た
り
、
著
し
く
減
少

し
た
場
合
で
、
一
定
の
要
件
を
満

た
し
て
い
れ
ば
減
免
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

減
免
の
申
請
を
さ
れ
る
方
は
、

納
期
限
の
７
日
前
ま
で
に
申
請
書

を
出
し
て
く
だ
さ
い
。
減
免
申
請

書
は
税
務
グ
ル
ー
プ
の
窓
口
に
あ

り
ま
す
。

▼
対
象　

A
次
の
①
～
③
全
て
に
該
当
す
る

方①
平
成
24
年
中
の
総
所
得
金
額
が

800
万
円
以
下
の
人

②
失
業
、
休
業
（
育
休
含
む
）、

ま
た
は
廃
業
な
ど
の
事
由
が
発

生
し
た
方

※
休
業
の
場
合
は
、
休
業
期
間

中
に
納
期
限
の
到
来
す
る
納
期

分
の
み
が
減
免
対
象
と
な
り
ま

す
。

③
事
由
発
生
後
１
年
間
の
総
所
得

金
額
が
、
前
年
の
総
所
得
金
額

と
比
べ
て
半
分
以
下
に
減
少
す

る
と
認
め
ら
れ
る
人

B
納
税
義
務
者
が
死
亡
し
、
相
続

人
の
納
税
が
困
難
で
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合

※
課
税
の
基
礎
と
な
っ
た
年
分
の

相
続
人
及
び
被
相
続
人
の
両
方
に

お
い
て
総
所
得
金
額
が
800
万
円
以

下
で
あ
る
こ
と
。

▼
申
請
に
必
要
な
も
の　

納
税
通

知
書
、
印
鑑
、
前
述
の
②
・
③
に

該
当
す
る
こ
と
を
証
明
で
き
る
書

類
（
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
、

無
職
の
申
立
書
、
税
務
署
へ
の
廃

業
届
出
書
控
、
医
師
の
診
断
書
な

ど
。
年
金
受
給
者
は
年
金
証
書
、

年
金
改
定
通
知
な
ど
最
新
の
年
金

額
が
わ
か
る
も
の
）。
相
続
人
が
町

外
の
方
の
場
合
は
、
相
続
人
の
所

得
証
明
書

住
民
税
（
町
県
民
税
）
の
減
免

▼
問
合
せ　

税
務
グ
ル
ー
プ
☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８

平成25年度 個人住民税（町民税・県民税）の改正

　平成22年度の税制改正により、生命保険料
控除が次のとおり改組され、平成25年度の
町・県民税（個人住民税）から適用されます。
イ）介護医療保険料控除の新設
　平成24年１月１日以後に締結した保険契
約など（以下「新契約」）のうち、新たに介護医
療保険契約に該当する保険料などについて所
得から控除されます。控除限度額は28,000
円です。
ロ）一般生命保険料及び個人年金保険料控除
の適用限度額の変更
　「新契約」についての各種控除の適用限度額
が28,000円となり、合計限度額が70,000円
になります。また、平成23年12月31日以前
に締結した保険契約などに係る控除（以下
「旧契約」）については、各種控除の適用限度
額が35,000円、合計限度額が70,000円で従
前の限度額が適用されます。
※「新契約」「旧契約」両方の保険契約などに
係る控除がある場合
「新契約」の控除のみ申告、「旧契約」の控除
のみ申告、「新契約」「旧契約」両方の控除を
申告の３通りのうち、いずれかを選択して
申告できます。「新契約」「旧契約」両方の控
除を申告する場合は、それぞれの計算式で
算出された合計額が控除されますが、各種
控除の適用限度額が28,000円となり、合
計限度額が70,000円になります。

退職所得に係る10％税額控除が廃止されます
　平成25年１月１日以後に支払われるべき退職所得か
ら適用されます。
　退職所得に係る町・県民税（個人住民税）については、
退職所得に係る町・県民税（個人住民税）の所得割の額
から税額の10％を控除する仕組みとなっておりました
が、この10％の税額控除が廃止されました。

　勤続年数５年以下の法人役員などの退職所得について２分の１課税が廃止されます（平成25年１月１日以後に支
払われるべき退職所得から適用されます）
　勤続年数などが５年以下の法人役員など（※）が支払いを受ける退職金のうち、その役員などの勤続年数に対応す
る退職手当などについては、退職所得控除後の所得金額を２分の１にする措置が廃止されました。

▶問合せ　税務グループ☎０７９（４３５）０３５８
平成25年度から実施される、個人住民税の主な改正点についてお知らせします。
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